第１号様式（第７条関係）

平塚市耐震シェルター設置推進事業
補助金交付申請書
　　　　年　　月　　日
（提出先）
平塚市長
	申請者
	郵便番号
住　　所

ふりがな
氏　　名
電話番号
生年月日　　　　　　　年　　　　月　　　　日



	平塚市耐震シェルター設置推進事業補助金の交付を受けたいので、平塚市耐震シェルター設置推進事業補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり申請します。

	１
	世帯の区分
	□ 一般世帯　　□ 非課税世帯
（　□（１）　□（２）　□（３）　□（４）　）

	２
	住宅の所在地
	平塚市

	
	
	※地番を記入してください。

	３
	耐震診断の評点
	　　　　　　　　点　（耐震診断の実施年度：　　　　　　　年度）

	４
	補助対象事業費
補助金交付申請額
	補助対象事業費
（税込み）
	補助率
	補助金交付申請額

	
	
	円
	１／２
(一般世帯)
３／４
(非課税世帯)
	,０００円

	
	
	
	
	限度額:
	□ 25万円（一般世帯）
□ 37.5万円（非課税世帯）



	施工者（予定）

	１　施工者名称
	

	２　住　　　所
	〒

	３　電 話 番 号
	

	４　備　　　考
	


（備考）
１　耐震診断の評点は、平塚市木造住宅耐震化促進事業補助金交付要綱等に基づく補助金の交付を受けて実施した耐震診断の耐震診断結果報告書に記載されている評点を記入してください。
２　添付書類については、裏面を御覧ください。

１　下記の書類を添付してください。
ア　耐震診断結果報告書の写し
イ　耐震シェルターの設置に要する費用が確認できる見積書の写し
ウ　耐震シェルターの仕様書、耐震シェルターを設置する位置を示した平面図及び設置予定場所の写真
エ　世帯全員の「住民票の写し（マイナンバーの記載がないもの）」（非課税世帯の場合）
オ　世帯全員の前２年度分（令和４年度及び５年度）の「市民税・県民税証明書」（非課税世帯の場合）
カ　補助対象者区分に応じた書類
※ 上記の書類で確認できない場合は、別途資料のご提出をお願いする場合があります。
※ 同一の年度内に、耐震診断の補助金交付申請している場合は、カの添付は不要です。
（補助対象者区分）
	（１）
	「所有者」かつ「居住者」である者

	（２）
	対象住宅に配偶者又は３親等内の親族が居住している「所有者」

	（３）
	「居住者」（所有者であるものを除く。）

	（４）
	対象住宅に居住者がいないが、自己、配偶者又は３親等内の親族が居住の用に供するために耐震シェルターの設置を実施しようとする「所有者」


（各区分の必要書類）
	補助金交付申請書に必要なもの
	添付書類の具体例
	（１）
	（２）
	（３）
	（４）

	1.「所有者」がわかるもの
	「固定資産税・都市計画税(土地・家屋)納税通知書及び課税明細書」の写し
「家屋課税(補充)台帳登録事項証明書」
※建築年の記載があるもの
「登記簿謄本」「登録事項証明書」
	〇
	〇
	〇
	〇

	2.「居住者」がわかるもの
	住民票の写し(マイナンバーの記載がないもの)
	〇
(※1)
	〇
	〇
	-

	3.「所有者」の同意
	所有者の同意書（参考様式）
	-
	-
	〇
	-

	4.「居住者」の同意
	居住者の同意書（参考様式）
	-
	〇
	-
	-

	5.「所有者」と「居住者」の
関係がわかるもの
	戸籍謄本（配偶者又は３親等内の関係がわかるもの）
	-
	〇
	-
	〇
(※2)

	6.「所有者等」の居住予定を
示すもの
	居住予定申告書（参考様式）
	-
	-
	-
	〇


※1　「所有者」がわかるものとして添付した書類で確認できる場合は添付不要
※2　「所有者」が自ら居住する予定である場合は、添付不要

２　市税の納入状況確認の同意について
　（市税の納入状況を建築指導課職員が確認します。同意欄へ☑をお願いします。）
	同　意　欄
	· 平塚市耐震シェルター設置推進事業補助金交付にあたり、私の市税の納入状況について建築指導課職員が確認することに同意します。



３　委任状について
市への補助申請に関する手続きを代理人に委任する場合は下記の委任状をご記入下さい。
	委　任　状
（　自　署　）
	私は、　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、平塚市耐震シェルター設置推進事業補助金交付申請に関する手続きを委任します。
[bookmark: _GoBack]　　年　　月　　日
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　



